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振動工具の継続使用と末梢神経障害との関連を明らかに 

～臨床研究が新たな知見を提供～ 

 

産業医科大学産業生態科学研究所、産業医科大学医学部は振動工具取扱い者

における振動ばく露量と末梢神経障害の発症について前向きコホート研究を実

施しました。この研究では、短期的および長期的な振動ばく露量と症状の末梢神

経障害の発症との相関を十分な妥当性をもって初めて明らかにしました。特に、

これまでの研究では示されていなかった振動ばく露量との関連は、振動障害の

理解を深める重要な知見です。本研究の結果は、日本時間 2024月８月６日（火）

に産業医学系の雑誌である「Journal of Occupational and Environmental 

Medicine」のオンライン版に掲載されます。したがって、報道解禁は日本時間

2024 年８月６日（火）午前 9 時です。Embargo の遵守をお願い致します。 

 

振動障害とは 

振動障害とは工具・機械・装置などの振動が主として手腕を通して人体に伝達

されて生じる健康障害のことを言います。日本においては、振動病認定患者は林

業で昭和 53 年に 2500 件を超えてピークとなり、林業従事者が多く占めていま

した。その後は減少傾向を示しており、最近は 300 件振動障害認定件数であり、

建設業が多く占めています。 

主な症状は、上肢の末梢循環障害、末梢神経障害、運動器障害で、末梢循環障

害は、一過性に手指血管が攣縮して手指血流が途絶し、境界明瞭な手指の蒼白化

をきたし、レイノー現象と言われます。末梢神経障害の症状は手指のしびれ、痛

み、感覚障害などで、運動器障害としては、手指関節、手関節、肘関節などの疼

痛、握力低下やこわばりなどがあります。 

 

背景情報 

末梢神経障害の病態に関しては、振動による直接的な侵襲であるという説と末

梢循環障害による二次的な障害であるという説があります。病理学的には自覚

症状、他覚症状が明瞭であった振動障害の患者において、細小動脈系の筋細胞肥

大に由来する中膜肥厚が特徴的であり、全てに脱髄病変がみられ強い変化のも

のには軸索の消失がみられました。振動工具を使用する際には、手関節や肘関節

に負担がかかる姿勢をとることになり、絞扼性神経障害である手根管症候群や

肘部管症候群も併発し得ることが知られています。神経伝導検査は末梢神経障
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害の診断に用いられる電気生理学的検査で、客観的評価ができると同時に

subclinical な異常所見が検出できることもあります。末梢神経障害に関しては

客観的評価として神経伝導検査が用いられ、過去の報告では正中・尺骨神経にお

いて遠位潜時に有意な遅延がみられ、感覚神経伝導速度の低下が手首から手指

で 20〜50％、手指には 50〜70％認められたとされていました。 

 

研究の新規性 

本研究では、振動のばく露量と上肢末梢神経伝導検査との関係の有無に関し

て調査を行いました。振動工具を取り扱う者について症状がない時点で評価し

た報告はこれまでありませんでした。私達は、振動工具取り扱い者の振動の末梢

神経への影響に関して経時的に評価し、症状のない時点で神経伝導検査が振動

障害のスクリーニング検査として有用かどうかに関しても検討し、非常に信頼

性の高い結果を得ることができました。特に、暴露群では自覚症状のない時点に

も関わらず、正中神経あるいは尺骨神経の振幅や伝導速度が、非暴露群と比べ有

意に低下していることが分かり、重要な成果です。 

 

研究の方法 

福岡県内の製造業に従事し振動工具を取り扱っている男性労働者 68 名を対象

としました。68 名の参加者のうち、29 名は振動工具を扱ったことがなく、平均

年齢（SD）は 41.9（11.0）歳、39 名は振動工具を扱ったことがあり、平均年

齢（SD）は 35.0（9.5）歳でした。被験者には、年 2 回、質問紙調査と面接、

基本的な神経学的検査、神経伝導検査を実施しました。これらの調査は、夏（7

月〜9 月）と冬（12 月〜2 月）に 1 回ずつ、合計 6 回、約 2 年半にわたって行

いました。振動ばく露の管理として周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値

を用いる方法が導入され、１日当たりの振動ばく露を制限する考えにより管理

基準として日振動暴露量対策値 (2.5m/s2)および日振動暴露量限界値

(5.0m/s2)が示されています。日振動暴露量の計算は以下のように定義されて

います。 

 

A(8) = √
1

8
∑ 𝑎ℎ𝑣𝑖

2

𝑛

𝑖=1

∙ 𝑡ℎ𝑖  

ahvi: vibration total value for each tool（周波数補正振動加速度実効値の 3軸合成値） 

thi: the daily vibration exposure duration of each tool (hour/day) 
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そこで、本研究では日振動ばく露量の計算式を用い、被験者が受けた累積の振

動暴露（Cumulative exposure index：CEI）を用いて分析を行いました。 

 

Cumulative exposure index(CEI) = ∑ 𝐴(8)𝑖
2 ∙ 𝑡𝑑𝑖 ∙ 𝑡𝑦𝑖 

tdi: The number of working days per year for each tool (day/year) 

tyi: the total number of year use for each tool (year) 

 

各振動工具の周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値は、2006 年に厚生労

働省が実施した「振動障害等の防止に係る作業管理のあり方検討会」内の資料に

存在する「主な国内メーカーの振動工具の振動レベル」の平均値を用いました。

また、「振動工具一覧表」を参考に、類似の作用機構を持つ工具は同様の周波数

補正振動加速度実効値の 3 軸合成値を用いました。上記資料に含まれていない

振動工具が用いられていた場合には、各工具メーカーがホームページ上で公開

している振動工具の周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値から振動工具の

種類別に平均値を求め換算表を作成しました。 

2016 年〜2018 年半年間のインターバルで、今までに取り扱ってきた振動工

具の種類、振動工具取り扱い年数、振動工具仕様頻度、1 日あたりの作業時間、

職種、自覚症状の有無、喫煙歴、既往歴などについての質問、神経伝導検査を行

った。神経伝導検査は、両正中神経と尺骨神経の感覚神経、運動神経について実

施、遠位潜時、振幅、伝導速度をパラメータとして振動工具の曝露の有無による

影響を解析しました。 
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解析は、初めに初回調査データを用いて、過去の CEI を算出し、振動工具取り

扱い者を過去低曝露（CEI＜90000）群 15 名（平均年齢 33．9 歳）、過去高ば

く露（CEI≥90000）群 18 名（平均年齢 35.9 歳）に分類し、振動工具非取り扱

い者（過去非曝露群）28 名（平均年齢 42．3 歳）と比較しました。次いで、2.5

年間追跡調査データ（5 回分）を用いて、追跡調査期間（2.5 年間）内 CEI を算

出し、現在低曝露（CEI＜10000）群 12 名（平均年齢 33.0 歳）と振動工具取

り扱い者を現在高曝露（CEI≥10000）群 18 名（平均年齢 33.6 歳）に分類し、

振動工具非取り扱い者（現在非曝露群）32 名（平均年齢 43.2 歳）と比較した。

初回調査データの統計手法は、多元配置分散分析を用い、目的変数を神経伝導検

査の各指標、従属変数を、過去曝露による分類、年代、肥満、糖尿病、喫煙の有

無として処理しました。2.5 年間追跡データの統計手法は、線形混合モデルを用

い、目的変数は神経伝導検査の各指標とした。従属変数について、振動工具取り

扱い状況、調査点、年代、肥満、糖尿病、喫煙の有無は固定効果（fixed effect）、

参加者を変量効果（random effect）として処理しました。 

 

主要な発見 

表 1 は利き手の正中及び尺骨神経の振幅と伝導速度に関して、過去の CEI によ

る３群間（過去非曝露群、過去低曝露群、過去高曝露群）での比較になります。

感覚神経伝導速度は、正中および尺骨神経ともに、過去の CEI による群の主効

果が有意で、事後検定では両感覚神経とも、過去高暴露群、過去低暴露群ともに、

過去非暴露群より有意に低かった。さらに、正中神経と尺骨神経の感覚神経振幅

については、過去の CEI による群の主効果が有意でした。事後検定では、正中

神経の感覚神経振幅は、過去の高暴露群と低暴露群のいずれにおいても、非暴露

群と比較して有意に低下していました。尺骨感覚神経振幅は群間で有意差はあ

りませんでしたが、振動暴露が高いほど減少する傾向がありました。運動神経伝

導速度の過去の CEI による群の主効果は、尺骨神経遠位潜時と伝導速度で有意

でした。事後検定では、尺骨神経遠位潜時は、高曝露群と低曝露群の両方で、非

曝露群よりも有意に延びていました。 

表 2 は利き手の正中感覚神経の振幅と伝導速度に関して、2.5 年間追跡調査中

の CEI による３群間（現在非曝露群、現在低ばく露群、現在高曝露群）の推移

を比較したものです。運動神経伝導速度の現在の CEI による群の主効果は、正

中神経遠位潜時（図の c に当たる）で有意でした。事後検定では、正中神経遠位

潜時は群間で有意差はなかったが、振動暴露が高いほど延長する傾向がありま

した。このことから CEI が増大することによりさらに神経の障害範囲や程度が

進行することが明らかとなりました。 
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研究の意義 

初回調査および 2.5 年間追跡調査において、高暴露群では自覚症状のないにも

関わらず、正中神経あるいは尺骨神経の振幅や伝導速度が、非暴露群と比べ有意

に低下していることが分かりました。特に運動神経よりも感覚神経での有意差

が目立ったことは、振動障害において運動神経より感覚神経の異常が明らかで

あることと一致していました。 

また運動神経では、高暴露群で非暴露群に比べて正中神経の遠位潜時が有意に

延長していました。自覚症状のない段階で絞扼障害と同じような潜在的な病態

がある可能性が考えられます。あるいは、振動取り扱い群と非暴露群で有意差が

見られた項目は感覚神経と運動神経の遠位潜時であることから、症状がみられ
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ていない時期から潜在的な末梢神経病変が末梢側優位に存在することが推測さ

れました。 

以上のように、症状のない段階での神経伝導検査においても、通常振動障害で言

われている遠位優位の末梢神経障害が潜在的に認められました。 

振動障害は重症化すると回復が難しいため、予防が重要とされ、予防対策がとら

れてきました。振動障害の危険因子としては振動暴露量、寒冷環境暴露が挙げら

れます。振動暴露量は振動工具の種類、工具の取り扱い時間などに影響されます。

振動工具を 1 日２時間以内に制限する規制や、振動工具の振動値の規制が試み

られ、振動障害の防止に役立っています。振動工具を扱う労働者に対しての労働

衛生教育も行われています。労働者各位が工具などに関して知識をもつことで

防御できることも多く、防振手袋、耳栓、チェーンソー防護衣などの装着も大切

です。末梢神経障害においては、仕事による因子だけではなく、BMI や糖尿病

や飲酒歴なども影響してくるため、日常生活における自己管理も大切になりま

す。 

さらに健診管理として、振動工具を取り扱う者を対象として特殊健康診断が実

施されるようになっています。第一次健康診断では自覚症状に加えて、筋力検査

や末梢循環検査や末梢神経機能検査が項目になっており、結果に応じて第二次

健康診断を行い、管理区分 A（自覚症状や他覚症状がない状態）から C（振動に

よると考えられる所見が明らかで治療を要する状態）に分類され、振動障害に対

する上記の対策によって振動障害の新規認定件数は減少し、その管理区分もほ

とんどが A となっています。 

今回、自覚症状のない管理区分 A の振動業務従事者に関しての神経伝導検査を

行い、症状のない時期から、特に正中感覚神経において振幅や伝導速度に障害が

みられることがわかったことより、健診などに神経伝導検査を取り入れて

subclinical な異常をスクリーニングすることが有用と考えられます。末梢神経

障害の程度は、累積暴露量にも比例して進行していたため、健診データの蓄積に

よって症状が発現し始める暴露量も推測が可能となってくると思われます。振

動障害を発症した場合、労働災害補償の認定が行われます。労働災害認定要件と

して診断業務に相当期間従事した後に、しびれなどの自覚症状に加えて、手指・

前腕の末梢循環障害、末梢神経障害、運動機能障害が認められることやレイノー

現象が条件として挙げられています。振動障害患者の経過を追った 15 年間の調

査では、初回受診時から振動工具使用を中止し、神経学的検査、神経伝導検査、

握力検査で有意な変化がありませんでした。これは、振動障害が比較的安定した

病態で、仕事を中止することで進行が防げることが示されています。実際には、

職業と振動障害の関係を明らかにするのは困難な場合もあると予想されますが、

診断後は労災認定や職場配置転換によって症状の進行を抑えることが可能にな

ります。さらに、症状のない時期でも健診項目に神経伝導検査を取り入れること

で、振動障害の早期発見による予防的措置へつながると考えられました。 
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まとめ 

私達は、累積暴露指数を用いて、前駆期末梢神経障害と累積振動暴露との関係を

調べた。過去の振動暴露から、振動工具取扱者は指の自覚症状がなくても、ある

段階で末梢神経病変の可能性があると推察されました。また、正中または尺骨神

経の感覚神経活動電位の振幅の低下は、振動障害の早期発見の指標となる可能

性があります。 
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